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論 説
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況
〜（）女性による犯罪に関する社会的・法的状況①〜
西 尾 憲 子()
The condition of the socially vulnerable group
〜（）circumstance surrounding women offenders and prisoners ①〜
．はじめに
わが国では、男女共同参画社会基本法第条において、男女共同参画社
会とは、男性も女性()もが，各々社会の対等な構成員として、自らの意
思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、
もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ
とができ、かつ、共に責任を担うべき社会のことをさすと規定している。
こうした男女共同参画社会の実現のため、男女の人権の尊重、社会におけ
る制度又は慣行についての配慮、政策等の立案及び決定への共同参画、家
庭生活における活動と他の活動の両立、国際的協調というつの基本理念
を掲げており、男性も女性も意欲に応じて、あらゆる分野で活躍できる社
会、一人ひとりの豊かな人生を送ることができる社会の実現をめざしてい
る。内閣府男女共同参画局では、女性の活躍促進、女性の活躍状況の「見
える化」、ポジティブ・アクション、仕事と生活の調和などを主な政策と
してあげているとともに、女性に対する暴力の根絶のため配偶者からの暴
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力被害やストーカー被害などに対する検討や調査、そして予防・啓発活動、
さらに、人身取引の根絶のための広報活動などが行われている。こうした
施策が行われていることをみても現代社会においてもなお、社会的弱者で
ある女性、犯罪による被害者としての女性に対する施策の充実をめざして
いることがうかがえる()。
その一方で、女性の社会進出は顕著であり、社会習慣や社会の経済情勢
も著しく変化している。さらに現在の日本経済における成長戦略の中核に
女性の活躍を掲げ、女性が輝く日本を目指すとしている。閉塞感が漂う現
在の日本においては、社会全体の生産性を押し上げるために優秀な人材が
活躍できる社会が必要であり、日本社会の成長のためにも、女性の活躍が
大きな原動力となりうるとされている。これは、社会政策の側面からも推
進されることを期待したいが、まさに、女性の社会における活躍の場面が
広がれば、女性をめぐる様々な状況はますます変化していくと考えられる。
したがって、社会的弱者としての女性をめぐる社会的状況を確認しつつ、
急速な少子高齢化、高度情報社会の進化、生活様式・家族構成の大きな変
化など、各種情勢に関連する時代の変化を踏まえ、女性による犯罪の動向
と女性犯罪者の現状ならびにその特徴的な傾向を、統計資料や研究報告等
から確認する。そして、わが国における女性犯罪者の処遇の現状を整理し、
イギリスとオーストラリアにおける女性犯罪者の処遇の現状や施策等を比
較しながら、女性犯罪者の社会復帰と再犯防止のために必要な今後の処遇
内容を充実させる方策について検討する。
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．わが国における女性による犯罪の動向及び矯正ならびに
更生保護の状況
（） わが国における刑法犯及び特別刑法犯の動向
平成25年版犯罪白書によると、刑法犯の認知件数は、平成（1996）年
から毎年戦後最多を記録し、平成14（2002）年には369万3,928件にまで達
したが、平成15（2003）年から減少に転じて、平成24（2012）年は201万
5,347件、前年比12万4,373件（5.8％）減まで減少した。最近の認知件数
の減少は、例年、刑法犯の過半数を占める窃盗の認知件数が、平成15
（2003）年から毎年減少したことが大きな要因となっている。刑法犯の発
生率の動向は、認知件数とほぼ同様で、平成10（1998）年2,127.2以降、
毎年戦後最高を記録し、平成14（2002）年の2,897.5をピークに平成15
（2003）年から低下に転じた。平成24（2012）年における刑法犯の認知件
数の罪名別構成比では、窃盗が51.6％と最も高く、次いで、自動車運転過
失致死傷等31.4％、器物損壊、横領、詐欺の順であった。刑法犯の検挙人
員は、平成10（1998）年に100万人を超え、平成11（1999）年から毎年戦
後最多を記録し、平成16（2004）年に128万9,416人を記録した後、平成17
（2005）年から減少に転じて、平成24（2012）年は93万9,826人であった。
平成24（2012）年における刑法犯の検挙人員を罪名別構成比は、自動車運
転過失致死傷等が検挙人員の69.4％を占めている。(	)
一般刑法犯について、検挙人員の年齢層別構成比の最近20年間の推移を
見ると、最近は、全般的に高年齢化が進み、60歳以上の者の構成比は、平
成（1993）年には5.7％、万6,892人であったのが、平成24（2012）年
は、23.8％、
万8,299人を占め、特に65歳以上の高齢者が16.9％、	万
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 53
― 156 ―
8,559人を占めている。犯罪者についても、一般社会と同様に高齢化が急
速に進んでいることがわかる。()
また、平成24（2012）年における一般刑法犯の罪名別検挙人員を男女別
に見ると、男女ともに、窃盗による検挙人員が最も多く、男女別検挙人員
全体のうち、男性47.1％、女性77.9％と、女性の割近くが窃盗で占めら
れている。(
)
以上のとおり、刑法犯認知件数は、窃盗の認知件数減少により、平成15
（2003）年以降減少傾向を示しているものの、平成24（2012）年における
刑法犯認知件数の罪名別構成比では、窃盗犯が過半数を占めている。さら
に、平成24（2012）年における一般刑法犯の罪名別検挙人員では、男女と
もに窃盗が最も多く、特に女性では割近くを占めているのが特徴的であ
る。
そこで、女性による犯罪に焦点を合わせた犯罪の動向と状況を詳しく確
認する。
（） 女性による犯罪の動向と女性犯罪者の状況
） 女性の犯罪動向
女性の一般刑法犯について、検挙人員、人口比は増減を繰り返していた
が、平成17（2005）年以降、減少傾向が続いているが、一般刑法犯全体に
占める女性比は昭和21（1946）年以降、多少の増減はあるもののほぼ一貫
して増加しており、昭和53（1978）年以降はほぼ横ばいを続けており、
割くらいである。これを見ると、刑法犯全体も減少しているなかで、女性
比が横ばいということは、全体からすれば割と決して多いとはいえない
が、これ以上の増加へ結びつかないための対策が必要といえる。()
女性の一般刑法犯の検挙人員について、年齢層別構成比の過去30年間の
推移を見ると、男女を問わず、高年齢化が進んでいるが、女性の高年齢化
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は男性以上に顕著であり、50歳以上の者の占める割合は、平成10（1998）
年まではおおむね割未満であったが、平成16（2004）年には割を超え、
平成22（2010）年からは	割以上に至った。特に、65歳以上の高齢者の占
める割合は顕著な上昇傾向にあり、平成（1993）年は％台であったが、
平成13（2001）年に割を超え、平成20（2008）年からは割以上で推移
している。平成24（2012）年は高齢者が27.3％と、平成（1993）年に
5.7％であったことと比べると約倍になり、平成24（2012）年の男性の
高齢者の占める割合が14.1％に比べ顕著に高く、一般刑法犯による高齢者
の検挙人員の人に人が女性ということが明らかになった。()
また、『法務総合研究所研究部報48 女性と犯罪（動向）』（以下、研究
部報告とする。）によると、昭和55（1980）年以降から平成22（2010）年
の統計分析から、女性の一般刑法犯検挙人員の年齢層別の特徴として、平
成22（2010）年は20歳未満の者が最も多かったが、平成16（2004）年以降、
顕著な減少傾向にある一方で、65歳以上の高齢者については増加傾向が著
しく、平成22（2010）年は昭和61（1986）年の4.7倍であったことが示さ
れている。()
女性の一般刑法犯の検挙人員の年齢層別構成比や特徴を見ると、犯罪白
書や研究部報告から顕著な高齢化が浮き彫りとなっていることを指摘でき
る。
平成24（2012）年における一般刑法犯の検挙人員について、罪名別構成
比を男女別に見ると、男女共に、窃盗の占める割合が最も高いが、一般刑
法犯の罪名別構成比を男女別に見ると、女性は窃盗、なかでも万引きが

割強で、男性の約2.5倍であった。さらに、年齢層別で見ると、女性高齢
者のうち、窃盗が割を占め、男性高齢者では
割強であり、際立って高
い。特に、万引きは割を占め、男性の割弱と比べ著しく高い。(10)
また、一般刑法犯全体に占める女性比は割程度と多くないこと、女性
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の社会進出が少なかった時代そのままの、女性は、家庭内における犯罪を
引き起こすと片づけられ、特に、嬰児殺が問題点として取り上げられてき
た。しかし、研究部報告によると、強盗や傷害の女性比が割弱を推移し、
放火についての女性比は上昇傾向を示しており、平成22（2010）年には
24.3％を占めるに至った。そして、先に見た一般刑法犯の傾向で現れてい
た女性比について、一般刑法犯全体では割程度であるが、窃盗の女性比
で見ると平成22（2010）年では30.5％と高いことがわかる。
研究部報告によると、女性の殺人による検挙人員は、昭和63（1988）年
以降、おおむね横ばいで推移しており、女性比も約割で推移している。
嬰児殺（歳未満の乳児を殺害（未遂を含む）したものをいう。）は、性
質上、女性比が高いが、平成22（2010）年の女性の検挙人員は昭和55
（1980）年に比べ激減しており、10分の以下である。(11)女性の強盗に
よる検挙人員は男性に比べ少なく、昭和55（1980）年に100人未満、女性
比は3.6％であったが、平成（1997）年以下増加し、平成15（2003）年
には300人を超え、その後、減少したが、平成19（2007）年以降、200人前
後、女性比は％前後で推移している。(12)女性の傷害による検挙人員は、
男性に比べ少なく、昭和55（1980）年に約1,229人、女性比は3.5％であり、
その後、緩やかな増減を経て、平成22（2010）年においては1,724人、女
性比は7.8％となった。(13)女性の放火による検挙人員は、昭和55（1980）
年以降、長期的には緩やかな増加傾向にあり、女性比も上昇傾向にあり、
平成22（2010）年においては24.3％である。(14)女性の窃盗による検挙人
員は、一般刑法犯の大部分を占めており、平成22（2010）年においては
77.0％である。同じ平成22（2010）年の女性比は、昭和55年からやや上昇
し、30.5％であり、一般刑法犯全体と比べ高い。(15)女性の詐欺による検
挙人員は、男性に比べ少なく、昭和55年の女性比は9.1％、検挙人員1,222
人であったが、平成22（2010）年においては17.4％、検挙人員1,963人と
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上昇している。(16)
交通法令違反（平成15（2003）年までは交通関係	法令違反に限る。）
を除く特別法犯について、女性の送致人員等の過去30年間の推移を見ると、
女性の特別法犯の送致人員は、昭和62（1987）年まではおおむね万人以
上であったが、その後減少し、平成15（2003）年からはおおむね万
1,000人台で推移し、平成24（2012）年は万273人であった。特別法犯に
おける女性比は、平成	（1992）年以降、全体的には低下傾向にあり、平
成24（2012）年は14.8％であり、平成（1993）年の19.1％から4.3ポイ
ント低下した（警察庁の統計による。）。なお、平成（1993）年には割
弱と最も高い割合を占めていた毒劇法違反は、平成24（2012）年では、
0.8％と割にも満たない状況になった（警察庁の統計による。）。(17)
女性の特別法犯における、覚せい剤取締法違反の送致人員は、昭和59
（1984）年に過去最多の4,274人を記録した後、一旦2,000人台に減少し、
平成（1995）年から3,000人台で増減を繰り返した後、再び減少し、平
成15（2003）年からは2,000人台で推移している。ただし、覚せい剤取締
法違反における女性比は、やや上昇傾向にあり、平成24（2012）年は
19.9％と平成（1993）年の18.4％から1.5ポイント上昇している（警察
庁の統計による。）。(18)
研究部報告によると、特別法犯（交通関係法令違反を除く。）の女性の
送致人員は、昭和55（1980）年の万7,610人から平成22（2010）年の
万1,266人に減少し、女性比も17.3％から14.6％に低下した。女性の覚せ
い剤取締法違反による送致人員は、平成22（2010）年において、交通関係
法令違反を除く特別法犯送致人員の中で約	分の弱を占めている。同人
員は、昭和59（1984）年の4,274人をピークに減少傾向にあり、平成22
（2010）年は2,543人であるものの、女性比は昭和55（1980）年の15.6％
から平成22年の21.4％へ上昇している。(19)
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以上のように、特別法犯における女性比は、平成	（1992）年以降、全
体的には減少傾向で、平成21（2009）年から若干の増加傾向になったよう
だったが、平成24（2012）年に減少を示した。特別法犯の罪名別送致人員
から見ると、覚せい剤取締法違反の占める割合が割程度と最も高く、覚
せい剤取締法違反における女性比は上昇傾向にあることがわかる。
） 女性犯罪者に関する検察及び裁判状況
一般刑法犯の起訴人員の女性比は上昇傾向にあり、女性の起訴猶予率は

割弱で男性に比べなお高いが、男性の起訴猶予率が平成12（2000）年か
ら上昇傾向にあり、男女差が縮小している。また、男女差においても、罪
名別で見た特徴においても、窃盗罪については、刑法改正により刑罰に罰
金刑が追加されたことによって、女性の窃盗の起訴猶予率が、罰金刑導入
前の平成17（2005）年は割を超えていたが、平成19（2007）年には
割
に低下し、それ以降も同程度に推移している。一方で、男性の窃盗の起訴
猶予率は罰金刑が導入される前後で大きな変化がない。特別法犯の女性の
起訴猶予率は、男性に比べやや高い割合であるが、一般刑法犯ほどの男女
差はない。平成24（2012）年の主な罪名別起訴猶予率を見ると、女性では、
入管法違反が最も高く75.9％、風営適正化法違反が53.9％であるが、男性
の起訴猶予率は、それぞれ入管法違反が70.8％、風営適正化法違反が
34.0％と逆転している。(20)
） 女性受刑者の状況
次に、刑事施設における女性受刑者の状況について確認する。
 女性の刑事施設の状況
女性受刑者の収容施設として指定されている刑事施設（医療刑務所及び
拘置所を除く。）は、平成16（2004）年度までは札幌刑務支所、栃木刑務
所、笠松刑務所、和歌山刑務所、岩国刑務所及び麓刑務所の
施設であっ
たが、女性の入所受刑者の増加による過剰収容を解消するため、平成17
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（2005）年	月に福島刑務支所が開所して施設となった。さらに、平成
19（2007）年	月に PFI 手法により運営が開始された美祢社会復帰促進
センターに女性を収容し（開始時の女性受刑者の定員500人。平成23
（2011）年10月から同800人）、平成23（2011）年12月には加古川刑務所に
女性収容棟が増設された（平成24（2012）年月現在の女性受刑者の定員
200人）。(21)
 女性の収容状況
刑事施設の女性の被収容者の年末人員及び収容率（年末収容人員の収容
定員に対する比率）の平成13（2001）年以降の推移を見ると、女性の被収
容者の年末人員は、平成19（2007）年まで増加し以降横ばいである。収容
率は、平成16（2004）年まで上昇傾向であったところ、上述のとおり、女
性の収容定員の拡大により、平成17（2005）年以降は低下傾向にある。平
成24（2012）年末現在において、女性の収容定員は6,092人（このうち既
決の収容定員は4,527人）であるところ、その収容率は86.7％である。こ
れを収容理由別に分けて見れば、既決103.4％、未決38.3％であり、既決
については、女性の刑事施設が増設され、収容定員も増加したにもかかわ
らず、収容定員を上回る状態が続いている。さらにまた、平成24（2012）
年における女性の刑事施設（栃木、笠松、和歌山、岩国及び麓の各刑務所
並びに札幌及び福島の各刑務支所に限る。）の職員一人当たりの被収容者
負担率は3.51であった（矯正統計年報及び法務省矯正局の資料によ
る。）。(22)
前述のとおり、女性受刑者を収容する刑事施設が新設かつ増設されたに
もかかわらず、現在も即決女性受刑者は100％を超える過剰収容の状態が
続いている。さらに、女性受刑者の刑事施設は、全国施設となっており、
刑事施設に収容されるまでの生活環境から遠く離れてしまうことも従前か
ら指摘されている問題点であり、家族や保護環境の調整の側面からも、円
社会的弱者をめぐる社会的・法的状況 59
― 150 ―
滑な社会復帰を疎外してしまうことが懸念されている。
 女性の入所受刑者
（） 人員及び罪名
女性の入所受刑者の人員について、平成（1993）年から平成24
（2012）年の20年間の推移を見ると、平成（1993）年の人員は919人で
あったが、平成24（2012）年には2,225人と20年間で2.4倍に増加している。
女性比についても、平成12（2000）年以降、一貫して上昇している。また、
先に犯罪の動向の中で確認したが、認知件数や検挙人員、検察や裁判の状
況と同様、罪名別に見ると、窃盗の増加が著しく、平成（1993）年以降、
最多であった覚せい剤取締法違反を抜いて、平成24（2012）年には窃盗が
最多となった。(23)
（） 年齢層
女性の入所受刑者の年齢層別構成比は、平成14（2002）年以降、高齢者
層の構成が上昇傾向にあり、平成24（2014）年の65歳以上の高齢者層の男
女別構成比は、女性が12.8％、男性が8.5％と女性の高齢者層の構成比が
高い。(24)
女性の入所受刑者の年齢別罪名別構成比から、29歳以下の若年者層では、
覚せい剤取締法違反が割を超え、年齢層が上がるにつれて覚せい剤取締
法違反の占める比率が低くなるとともに、窃盗の占める比率が高くなり、
50歳以上64歳以下では55.4％、65歳以上の高齢者層ではほぼ割を占めて
いる。(25)
女性の入所受刑者の罪名別人員について、29歳以下の若年者層は、覚せ
い剤取締法違反の占める割合が最も高いが、その割合や実人員も減少傾向
が顕著である一方で、65歳以上の高齢者層においては、窃盗が、平成
（1993）年の18人から平成24（2012）年には234人と13倍に増加してい
る。(26)
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（） 教育程度
入所受刑者の教育程度別構成比を男女別で見ると、女性は、不就学等及
び中学卒業の人員（以下、義務教育修了までの者という。）の比率は男性
に比べて低く、高校卒業及び大学在学・中退・卒業の人員（以下、高校卒
業以上の者という。）の比率は男性に比べて高い。さらに、入所受刑者の
教育程度別・年齢層別構成比を見ると、29歳以下の若年者層において高校
中退者の比率が高く、65歳以上の高齢者層を除いて、年齢層が上がるにつ
れて高校卒業以上の者の比率が高くなる。65歳以上の高齢者層において義
務教育終了までの者の比率が他の年齢層に比べて著しく高い。(27)
（	） 婚姻状況
入所受刑者の婚姻状況別構成比を男女別に見ると、女性は男性に比べて
未婚者の比率が低く、離別・死別を含めて婚姻歴のある者の比率が約割
と高い。入所受刑者の婚姻状況を年齢層で見ると、40歳代及び50歳以上64
歳以下の年齢層で、有配偶者が約割から	割だった。(28)
（） 犯行時の就労状況
入所受刑者の犯行時の就労状況別構成比について、男女別に見ると、男
性は
割強であるが、女性では約割が無職者で占められており、男性に
比べてその比率は高い。また、女性について年齢層別に無職者の比率を見
ると、29歳以下の年齢層では割弱であるが、30歳代、40歳代、50歳以上
64歳以下の年齢層で約割、65歳以上では約割を占めている。(29)
（
） 入所度数
入所受刑者の入所度数別構成比を男女別に見ると、女性では初入者が約

割を占め、男性の	割に比べるとその比率は高い。さらに、女性の年齢
層別入所度数別構成比を見ると、年齢層が上がるにつれて、初入者の比率
が下がり、再入者の占める割合が高くなる。65歳以上の高齢者層において
は、入所度数が
〜10度の者が約割、11度以上の者が約％をそれぞれ
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占めている。(30)
（） 精神障害の有無
平成20（2008）年から平成24（2012）年の入所受刑者において、精神障
害を有する者（刑事施設において、知的障害、神経症性障害及びその他の
精神障害（統合失調症、精神作用物質による精神及び行動の障害等をいい、
人格障害を除く。）を有すると診断された者をいう。）の比率は、女性は
15.4％であり、男性の7.5％の倍近くの高い割合を占めている（矯正統
計年報による。）。なお、平成25（2013）年月20日現在で、拒食や食べ吐
きなどの異常な食行動を繰り返す摂食障害のある女性受刑者（栃木、笠松、
加古川、和歌山、岩国及び麓の各刑務所、札幌及び福島の各刑務支所又は
美祢社会復帰促進センターに収容されている者に限る。）は106人（当該施
設に収容中の女性受刑者の2.6％）であり、八王子、大阪及び北九州の各
医療刑務所における摂食障害のある女性受刑者は18人（当該施設に収容中
の女性受刑者の23.4％）であった（法務省矯正局の資料による。）。(31)
	 女性の再入所状況
平成20（2008）年の女性の出所受刑者について、出所年を含む年以内
の累積再入率（各年の年末までに再入所した者の累積人員の比率をいう。）
は30.5％で、男性の同比率40.6％と比べると低いが、罪名別に見ると、強
盗、放火及び傷害・暴行の女性の出所受刑者の年以内の累積再入率はそ
れぞれ％前後であるが、窃盗は女性45.1％、男性48.5％と同程度に高い。
覚せい剤取締法違反は、女性38.2％と、男性50.7％ほどではないが、高い
比率を占める。（法務省大臣官房司法法制部の資料による。）。(32)
） 女性に関する更生保護の状況
 女性の保護観察対象者の動向
女性の保護観察開始人員及び女性比の最近20年間の推移を、保護観察の
種類ごとに見ると、仮釈放者は、平成（1997）年から平成20（2008）年
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まで増加し、その後減少に転じたものの、平成23（2011）年、平成24
（2012）年は続けて増加している。また、女性比は、一貫して上昇傾向に
ある。保護観察付執行猶予者は、平成13（2001）年から緩やかな減少傾向
が見られたが、最近年間は横ばいで推移し、また、女性比については、
一貫して上昇傾向にあり、他の保護観察の種類よりも高い。(33)
 保護観察終了事由
平成24（2012）年における保護観察終了者の終了事由別構成比を、男女
別に、保護観察の種類ごとに見ると、仮釈放者及び保護観察付執行猶予者
においては、女性と男性の終了事由別構成比に大きな差は見られな
い。(34)
 終了時の就労・就学状況
平成20（2008）年から平成24（2012）年までの間に保護観察が終了した
女性について、保護観察終了事由別構成比を、終了時の就労・就学状況別
に、保護観察の種類ごとに見ると、いずれの保護観察の種類においても、
無職である者は、有職、学生・生徒又は家事従事者である者に比べて、仮
釈放の取消し又は執行猶予の取消しで終了する者の比率が著しく高い。女
性も、家事従事を含めた就労・就学の確保が重要であることがうかがえ
る。(35)
	 女性の出所受刑者の特徴
女性の出所受刑者（仮釈放又は満期釈放により刑事施設を出所した者に
限る。以下この節において同じ。）の人員及び仮釈放率の最近20年間の推
移を見ると、女性の仮釈放率は、平成（1995）年から平成18（2006）年
までほぼ横ばいの減少傾向だったが、平成19（2007）年から平成22
（2010）年まで低下が進んだ。しかし、平成23（2011）年に上昇に転じ、
平成24（2012）年は74.4％、前年比4.1ポイント上昇だった。なお、女性
の仮釈放率は男性に比較して一貫して高く、平成24（2012）年は22.8ポイ
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ント高かった。最近10年間の女性の仮釈放率を罪名別に見ると、覚せい剤
取締法違反は80％前後で推移しており、窃盗は70％前後で推移している。
また、最近10年間の女性の仮釈放率を年齢層別に見ると、20歳代の者では
80％前後、40歳代の者では75％前後、65歳以上の者では60％前後でそれぞ
れ推移しており、年齢層が高い者ほど仮釈放率は低くなる傾向にある（法
務省大臣官房司法法制部の資料による。）。(36)
女性の出所受刑者の帰住先別構成比の最近20年間の推移及び平成24
（2012）年の女性の出所受刑者の出所事由別・帰住先別構成比を帰住先別
構成比の推移から見ると、一貫して「父・母」の比率が最も高いが、その
比率は緩やかな低下傾向にあり、平成24（2012）年は30.6％であった。次
いで、「配偶者」14.8％、「更生保護施設」14.4％と続いている。平成24
（2012）年の女性の出所受刑者について、出所事由別に見ると、仮釈放者
において比率が高いものは、「父・母」34.7％、「更生保護施設」18.3％、
「配偶者」15.6％の順であり、それぞれ、満期釈放者と比べて16.0ポイン
ト、15.0ポイント、3.2ポイント高い。満期釈放者においては、「その他」
29.8％の比率が最も高い。「その他」は、出所の際に適当な帰住先を持た
ない者、出所の際に帰住先を明らかにしない者等が含まれており、その正
確な割合は明らかではないが、女性の満期釈放者の割近くが、家族や知
人のもとや適切な施設等に帰住していないことがうかがわれる。なお、平
成24（2012）年の女性の出所受刑者のうち、出所時の年齢が65歳以上の者
312人に限って帰住先を見ると、仮釈放者が190人で比率が高いものは、
「その他の親族」35.8％、「配偶者」27.9％、「更生保護施設」13.2％であ
り、満期釈放者122人では「その他」32.8％、「その他の親族」24.6％、
「社会福祉施設」13.9％であった（法務省大臣官房司法法制部の資料によ
る。）。(37)
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） 女性による犯罪の全体的な動向とまとめ
女性による犯罪の動向とこれに対する検察、裁判、そして矯正ならびに
更生保護の状況についてそれぞれ詳細な統計資料をみてきたが、全体的な
動向をまとめつつ、女性に特徴的な傾向を示していた窃盗事犯と覚せい剤
事犯をめぐる状況を整理する。
全体的な動向について、女性の犯罪は、男性と比べて数は少ないが、検
挙人員、起訴人員及び入所受刑者人員が、過去20年間という期間で見れば
増加しており、また、とりわけ入所受刑者で男性以上の急速な高齢化が見
られる。そして、刑事手続のいずれの段階においても、窃盗又は覚せい剤
取締法違反による者の割合が高く、これらの者に対する処遇の在り方が再
犯防止を図る上でも極めて重要である。従って、女性の高齢の窃盗事犯者
及び覚せい剤事犯者に対する処遇、あわせて過剰収容が続く女性の刑事施
設における再犯防止及び改善更生のための施策が大きな課題であり、犯罪
白書及び研究部報告による研究を検討する。(38)
窃盗事犯者のうち、女性高齢者の万引き事犯者は、一般刑法犯の検挙人
員中割を占めており、増加傾向にある。さらに、万引き事犯者が多くを
占める女性高齢入所受刑者では、初入の者も約半数いるが、入所度数度
以上の者も約割を占め、初犯者、再犯者共に増加していることが明らか
にされた。万引き事犯者に対する効果的な処遇を見出すことが女性犯罪者
の再犯防止のために重要であろう。そして、万引き事犯者については、高
齢者のみならず、その予備軍ともなり得るそれより若い世代の者にも、規
範意識が低下する前、犯罪傾向が進む前の初期段階における適切な対処も
極めて重要であろう。また、高齢化している女性の窃盗受刑者の再犯防止
と社会復帰を図るためには、生活困窮等の事情や背景事情、特に、女性受
刑者の犯行時の就労状況からも65歳以上では無職が約割を占めるなど、
経済面で他者に依存した生活を送る者が多く見受けられる状況を十分に考
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慮しなければならず、最大の支援者である家族や親族との関係調整が重要
であろう。また、直ちに家族や親族等の協力を得られない高齢者等につい
ては、特別調整による福祉施設等への帰住の調整も求められる場面も増え
ていくと思われる。(39)
覚せい剤事犯者については、女性入所受刑者において、年齢層が下がる
ほどその割合が高く、29歳以下の若年者層では、その半数以上を覚せい剤
事犯者が占め、その教育程度や婚姻状況を見ると、高校中退者の比率が高
く、また若年で未婚率が高い。刑事施設における「薬物依存離脱指導」、
保護観察処遇における「覚せい剤事犯者処遇プログラム」など、覚せい剤
事犯者に対しては、その特性に応じた相応の再犯防止策が採られているが、
覚せい剤事犯者の累積再入率は、窃盗に次いで高く、更なる効果的な再犯
防止対策の必要であり、とりわけ、覚せい剤事犯者が半数を占める若年者
層の特性に対応した処遇、その教育程度、婚姻状況、就労状況等から垣間
見える社会適応能力の不十分さ等の負因を克服しつつ、薬物から離脱しそ
れを維持するための処遇策を確立する必要がある。刑事施設では、認知行
動療法の手法を取り入れた薬物依存回復プログラムの試行に取り組み、保
護観察処遇では、薬物依存回復訓練の民間委託が始まっているため、これ
らの新たな取組を着実に実施し、その成果を検証しつつ、女性の覚せい剤
事犯者がこれら新しい教育プログラムや回復訓練を受ける機会の拡充と、
その実施体制の充実・強化を図ることが重要である。また、女性において
も、入所受刑者等の就労状況を見ると、男性と比べても、無職の比率が高
く、就労の確保や継続は再犯や再非行を抑制する要因といえるため、就労
に向けた指導の必要性、あわせて短期視点と長期視点を持ち合わせた処遇
や働きかけが大変重要であると思われる。(40)
そして、刑事施設の女性の収容率は、女性の収容定員の拡大及び入所受
刑者人員の高止まりにより、近年低下傾向にあるものの、既決については
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100％を超える状況が常態化している。また、前述のとおり、女性の入所
受刑者は、高齢者層では万引きを主とする窃盗事犯者、若年者層では覚せ
い剤事犯者が多く、また、それぞれの年齢層や入所度数等に応じた問題が
あるにもかかわらず、女性施設では、犯罪傾向の深度や属性により分類せ
ず、混合して収容しているのが現状であり、受刑者の様々な特性に応じた
きめ細かな指導を充実させるためにも解決しなければならない大きな課題
といえる。さらに、女性受刑者には、精神障害を有する者の占める比率が
高く、さらに、異常な食行動を繰り返す摂食障害のある者も少なくない。
こうした精神障害を有する者や高齢者等に対する医療的措置や配慮、心身
のケア等は、個別的対応が求められ、また、適切な処置を行う上での専門
性が高い。特に、摂食障害については、特効薬がないなど治療に困難が伴
い、刑の執行を目的とした刑事施設においては、そうした問題についての
専門性を有する職員の確保は容易ではなく、事例の集積や施設間の情報共
有、あわせて心理療法、医療や介護等の分野の外部専門家と積極的に連携
することにより対処法の蓄積が有効である。また、これら分野の専門職員
の不足に対しては、民間の支援・助力を最大限に活用するとともに、施設
の拡充を含む処遇体制の充実・強化を図るべきであろう。(41)
以上のように、犯罪白書から見たわが国における女性犯罪者をめぐる現
状と課題として、①女性受刑者数は増加傾向を続けている、②女性受刑者
について罪名別に見ると、覚せい剤取締法違反と窃盗で過半数を占めてお
り、再犯者の占める割合も高い、③女性受刑者にも高齢化が進んでおり、
罪名別に見ると窃盗が割近くを占める、④刑事施設へ収容されるに至っ
た時、定職を有しない者が多くを占め、女性は割を超えている、⑤何ら
かの虐待経験を有する者や性被害を受けたことがある者など、家族関係や
異性関係における問題を抱えている、⑥人数としては多いといえない程度
であるが、摂食障害を有する者が存在する、といった特徴があると整理で
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きる。そして、女性受刑者に対する処遇についての現状は、①女性受刑者
の施設への収容に関して、犯罪傾向や刑期、年齢や問題性などによる収容
分類が十分に行われておらず、様々な問題を持ったものが各施設に混在す
る一括収容がなされており、過剰収容状態も解消には至っていない、②女
性に特有の問題傾向に応じた専門的視点から体系化されたプログラムなど
が整備されていない、③社会復帰を見据えた環境調整などの課題が多いな
どの問題を抱えたままである。こうした状況に対して、特に、女性特有の
課題への対応として、標準化されてこなかったが、各施設で工夫が重ねら
れ実践されてきたプログラムなどを集積した取組が他の施設でも実施され
るようになっている。例えば、薬物事犯者に対する指導の充実や、摂食障
害への対応要領を策定し他の施設でも対応可能なように執務参考資料とし
てまとめられるなどの体制が整えられている。さらに、職業訓練や就労支
援の充実も進められている。また、高齢者処遇への対応として、設備面、
処遇面双方から、実施されており、かつ、自立困難な者に対する福祉との
連携や女性特有の課題に対する配慮として医療面の対応の重要性を認識し
て進められている。(42)
また、弁護士の視点に立った社会復帰の課題に焦点を合わせた検討のな
かで、女性犯罪者の更生と社会復帰の鍵となるのは、基本的には男性と同
じく、経済的安定、家族や友人との絆の維持と再生、精神面の回復と生き
がいの獲得であるとまとめられている。特に女性は家族関係の調整が大き
な役割をもつと考えられ、家族の中でも、子どもとの絆が維持されること
により、更生への大きな動機付けになるといえることは確実である。外部
交通について、収容されている施設と家族や友人などとの距離が問題とな
ることも多く、社会とのつながり方の難しさと考える。(43)
そこで、オーストラリアとイギリスにおける女性による犯罪の動向と状
況を確認する。
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．オーストラリアにおける犯罪の動向と状況
（） オーストラリアの犯罪の動向
オーストラリア統計局（Australian Bureau of Statistics、以下、ABSと
いう。）が、2012年12月
日のメディアリリースで、オーストラリアにお
ける女性受刑者数は、男性受刑者よりも速い速度で増加していると発表し
た。2012年
月30日現在のオーストラリアの刑務所に収容されている受刑
者総数は29,383人で、2011年と比較すると％増加、2002年と比較すると
31％の増加である。2002年から2012年の間の受刑者数全体の増加率を見る
と、22,492人から29,383人と31％増加、男性受刑者については21,008人か
ら27,182人へと前年比0.4％増の29％増加、女性受刑者については1,484人
から2,199人へと48％増加していることが明らかにされ、女性の増加率は
明らかに高い。また、ABS の刑事司法統計研究センター（National
Centre for Crime and Justice Statistics）所長 Fiona Dowsley は、2012年12
月
日公刊された『2012年のオーストラリアにおける受刑者（Prisoners
in Australia 2012）』について、2012年
月30日現在、2,201人の女性受刑
者が、オーストラリアの成人矯正サービスによる拘禁下にあることを明ら
かにし、これは、オーストラリアの全受刑者のうち％を占めていること
を示している。女性受刑者数が2011年における男性受刑者数の21倍増加し
ていることを説明した。また、成人男性10万人あたりの収容率は315人、
一方で女性は、同比が25人である。(44)
そこで、『2012年のオーストラリアにおける受刑者』から、受刑者の状
況を確認する。オーストラリアの矯正施設における収容率を見ると、成人
10万人あたり168人、2002年においては10万人あたり151人であり、11％増
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加している。男性受刑者数は前年比0.4％増加、104人増加し、女性受刑者
数は前年比％増加、171人増加で、人口10万人あたりの比率で見ると男
性のほうが明らかに高く、全受刑者数に占める女性の割合は％と低く見
えるが、受刑者総数の増加率で見れば、顕著に女性が高いことがわかる。
さらに、管轄エリア別に見ると、ノーザンテリトリー（北部準州）では、
10万人あたり826人と最も高い収容率で、次いで、西オーストラリア州の
10万人あたり267人と大きな開きがある。有罪判決を受けた男性受刑者に
ついて罪名別に見ると、意図的に傷害をもたらす行為が17％、次いで性的
暴行が15％である。一方で女性について罪名別に見ると、違法薬物に関す
る犯罪が17％、次いで意図的に傷害をもたらす行為14％であった。受刑者
の年齢の中央値は、男性33.9歳、全受刑者の年齢の中央値34歳よりわずか
に低い。女性の年齢の中央値は34.6歳だった。20歳から39歳の年齢層の受
刑者が全受刑者のうち65％を占めていた。(45)
また、ABSの2013年12月日のメディアリリースによると、オースト
ラリアの受刑者は初めて30,000人に到達したと発表された。刑事司法セン
ター局長 Brad Petry は、2013年
月30日現在、オーストラリアの矯正施
設に拘禁されている受刑者は30,775人になった。これは、2012年と比較す
ると％増加でオーストラリアの矯正施設に拘禁されているのがオースト
ラリアの成人人口の0.2％にあたると発表した。(46)
この ABSによる『2013年のオーストラリアにおける受刑者』によると、
2013年
月30日のオーストラリアの受刑者の特徴について、オーストラリ
アの刑務所に未決・既決を含めて、30,775人が収容されており、2012年

月30日現在と比較すると、1,394人増加、％増加である。オーストラリ
ア全域の収容率は、成人人口10万人あたり170人、2012年では人口10万人
あたり165人だった。男性受刑者の収容率は、成人男性人口10万人あたり
322人、成人女性人口10万人あたり26人で、女性の同比率の約12倍だった。
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全受刑者に占める男性受刑者の割合は、92％、28,426人、一方、女性受刑
者の割合は％、2,349人で、前年比％増加である。罪名別構成比を見
ると、意図的な傷害が20％、次いで違法薬物に関する犯罪と、意図的不法
侵入がそれぞれ12％、性的暴行が11％だった。未決・既決を含めた男性受
刑者について見ると、意図的な傷害が21％、性的暴行と意図的不法侵入が
それぞれ12％だった。未決・既決を含めた女性受刑者について見ると、違
法薬物に関する犯罪が18％、意図的な傷害が17％、意図的不法侵入と殺人
がそれぞれ10％だった。男性受刑者の年齢の中央値は33.9歳、女性受刑者
の年齢の中央値は34.5歳で、20歳から44歳の年齢層の受刑者が、全受刑者
の	分の以上、77％を占める。25歳から34歳の年齢層の受刑者が10,920
人、35％を占め、罪名別に見ると、禁止されている武器や爆発物に関する
犯罪が47％、誘拐などの対人犯罪が44％、意図的不法侵入が43％、窃盗が
41％だった。35歳から44歳の年齢層の受刑者では、殺人が29％、性的暴行
が25％と高い比率を占める。55歳以上の年齢層の受刑者と45歳から54歳の
年齢層の受刑者は、他の全ての年齢層よりも性的暴行により受刑者となっ
ている者の割合がかなり高い。55歳以上では39％、45歳から54歳の年齢層
では21％だった。その他の年齢層では、傷害の結果をもたらす犯罪行為が
最も多くを占めている。(47)
（） オーストラリアにおける矯正サービスの状況及び女子受刑
者の動向
次に、AICによる『2012年におけるオーストラリアの犯罪：現状と統
計資料』(48)から、オーストラリアの矯正サービスの状況を確認する。こ
の資料で、矯正サービスとしているのは、刑務所における拘禁、コミュニ
ティにおける矯正、少年に対する拘禁を含むものとしている。また、矯正
サービスの担当機関は、刑務所に拘禁される判決を受けた犯罪者やコミュ
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ニティ矯正、あるいは定期の身柄拘束（periodic detention、保釈との関係
から）による対象者を管理運営している。
まず、2010-2011年における日あたりの対象者について、コミュニテ
ィを基盤とする対象者は66％、施設（刑務所）に収容されている者が34％
で、刑務所に収容されている者には定期の身柄拘束下にある者も含まれ、
総数は85,223人である。(49)
） 刑務所における収容状況
成人受刑者の全豪調査は、毎年
月30日に行われており、受刑者数には、
他に特に規定がなければ、確定判決を受けた受刑者と審理や判決を待つ未
決拘禁中の者が含まれる。2011年
月30日現在、オーストラリアにおける
刑務所に拘禁されている受刑者は29,106人で、2010年における人員と比べ
て％増加している。これは成人人口10万人あたり167人に相当し、2010
年の比率と比べると％低くなっている。内訳として、確定判決を受けた
受刑者が22,383人、審理を待つ未決拘禁者が6,723人である。また、ニュ
ーサウスウェールズ州では、2010年10月から定期刑が廃止され、集中的矯
正命令へ置き換えられた。これは、拘禁刑の代替手段であり、コミュニテ
ィの中で社会奉仕活動をすることが刑期を務めることになる。(50)
） 受刑者数の傾向
過去10年間で、受刑者の割合は全体的に％増加しており、2001年には
人口10万人あたり154人だったのが2011年には167人に上昇している。この
傾向が最も顕著な再拘留中の受刑者の割合を見ると、同じ期間中に30％増
加している。判決を受けた確定受刑者の割合は、2010年から2011年の間に
％減少している。特に、判決を受けた確定受刑者の割合が人口10万人あ
たり135人、2010年における比率は％減少、2011年では、人口10万人あ
たり128人と下落している。(51)
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） 罪名別の傾向
犯罪者はこうした犯罪者たちは、たいてい同時に複合的な刑に服してい
るため、犯した罪のうち最も重大な犯罪による長期刑を受けて刑務所に収
監されている受刑者として罪名別構成比には分類されることになる。暴力
事犯の受刑者は、殺人、暴行、性犯罪あるいは強盗といった犯罪で有罪が
確定した者たちということになる。財産犯で有罪判決を受けた受刑者は、
住居侵入、あるいは自動車盗を含む窃盗で告発された者を含む。その他の
犯罪者には、詐欺、政府の発行する有価証券に対する犯罪、市場の操作
（相場の変動を目的とする売買）に対する犯罪、薬物犯罪、さらに交通事
犯等により、有罪判決を受けている。(52)
2011年
月30日現在、有罪判決を受けた受刑者11,287人のうち、罪名別
構成比から見た最も深刻な犯罪は暴力事犯で、次いで財産犯による受刑者
が3,413人、その他による受刑者は7,683人だった。2011年に確定判決を受
けた受刑者のうち暴力事犯が51％で、2001年の比率と比較すると	％増加
している。財産犯を含む最も深刻な犯罪により確定判決を受けた受刑者の
割合は2010年と2011年の間で％減少している一方で、その他の犯罪につ
いては％未満の増加にとどまっている。(53)
2011年に有罪判決を受けた男性と女性の割合は、ほぼ14対であった。
表の2011年における受刑者の罪名別・男女別構成比から、女性の構成比の
うち最も高いのは薬物事犯で17％を占め、男性では10％と大きな違いがみ
られる。同様に、女性の方が高い割合を示しているのが詐欺で、女性が
11％であるのに対して、男性は％にすぎない。次いで、殺人についても、
女性が12％、男性が10％と女性の比率の方が上回っていることが特徴とい
える。男性で最も高いのは暴行が17％で、女性は14％とそれほど大きな違
いはないといえる。男性の方が女性より高くなっているのは、住居侵入で
男性が12％、女性が％であり、男性に特徴的な罪名といえる性犯罪は男
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性15％で番目に高い比率であるが、女性も％を占めていた。
） 収容率の動向
男性の収容率は、1984年以降、全体的に見ると大きな増加傾向を示して
いる。1999年から2002年までの間は横ばいであったが、その後、また増加
傾向を示し、2009年には人口10万人あたり328人と最も高い収容率となっ
た。1984年における収容率は人口10万人あたり170人であったので、これ
と比較すると84％増加しているといえる。しかし、2009年から2011年にか
けては大きく減少している。女性の収容率を見ると、大きく変動すること
はないもののずっと継続した増加傾向を示しており、特にこの10年間は増
加率は高くないが増加を続けていた。2001年では、人口10万人あたり20人
だったが、2001年から2010年の間を見ると、ほぼ年％ずつ増加しており、
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表）2011年における受刑者の罪名別・男女別構成比(54)
17
2,146殺人
3,432暴行
10 12
暴力事犯
男性・割合 女性・割合男性・数値
財産犯
103
42
220
187
女性・数値
7102,082強盗
3153,075性犯罪
14
その他
81214735その他の窃盗＊
7105122,452住居侵入
2469詐欺
17260102,140薬物事犯
10155102,165GSJ＊
1001,52710020,856合計
11162102,160その他＊
11172
＊
：その他の窃盗：自動車盗を含む
＊
 GSJ：裁判所の命令違反、パロール違反、拘禁からの逃亡、司法手続きに対する犯
罪、反逆罪、暴動（公務執行妨害）のような犯罪を含む。政府発行の有価証券や市場操
作、司法制度に対する犯罪が分類されている。
＊
：人や財産、秩序違反行為、交通事犯などが含まれる。
2010年には人口10万人あたり26人に上昇している。しかし、2010年から
2011年にかけて少し大きな減少傾向を示し、2011年には人口10万人あたり
23人と10％減少している。(55)
さらに、2011年における年齢層別・性別に人口10万人あたりの収容率を
見ると、全ての年齢層にわたって、男性の収容率は女性の収容率よりも顕
著に高い。男性も女性も最も高い収容率を示している年齢層は25歳以上34
歳以下の年齢層で、男性は人口10万人あたり575人、女性は人口10万人あ
たり46人である。番目に高い年齢層が男性と女性で異なる。男性は18歳
以上24歳以下の年齢層で人口10万人あたり454人で、女性は35歳以上49歳
以下の年齢層で、人口10万人あたり32人であった。また、男性も女性もと
もに、18歳未満の年齢層の収容率は、人口10万人あたり人に満たなかっ
た。(56)
） 連邦刑務所における受刑者の動向
2002年から2011年における連邦刑務所収容受刑者の性別による動向を見
ると、連邦刑務所における男性受刑者の動向は、2002年から2008年まで全
体的な減少傾向を続けていた。特に、2002年から2005年にかけては大きく
減少していたが、2008年以降、また急激な増加傾向を示すようになった。
2008年では562人だったものが、2011年には741人と34％増加している。一
方で、女性受刑者については、2002年から2007年まではほぼ横ばいで緩や
かな上昇がみられたが、2008年にかけて増加し、2009年には減少、そして
2010年にはまた2008年よりも上昇し、2011年に減少したものの、大きく増
加した2008年の時よりも多い状態で下げ止まっている。2011年では、連邦
の刑務所における受刑者数は874人で、そのうち女性受刑者は15％だっ
た。(57)
） コミュニティにおける矯正の状況
ここで見るコミュニティにおける矯正サービスは、多様な非拘禁的プロ
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グラム、観察の範囲や程度、性質のちがいによる様々なプログラム、条件
付き命令、コミュニティ内での行動の自由に対する制約を課される命令な
どから構成される。一般的には、非拘禁刑の代替手段あるいは受刑者が観
察を受けながらコミュニティのなかに再統合するための拘禁後の措置とし
て提供される。(58)
2010年から2011年のオーストラリアにおいて、平均56,056人の犯罪者が
コミュニティにおける矯正命令を受けており、2009年から2010年にかけて
は一日あたり57,518人で％の減少であった。これは成人男性人口10万人
あたり321人で、成人女性10万人あたり114人という比率に相当する。2010
年から2011年にかけてコミュニティ矯正サービスを受けるのは女性が18％
を占めており、男女比はおよそ：といえる。(59)
2000-2001年から2010-2011年における性別によるコミュニティ矯正対象
者の一日あたりの平均人員を見ると、一日あたりのコミュニティ矯正サー
ビス対象者数は、2000-2001年の59,733人を超えることはなく、緩やかな
増減を繰り返している。しかし、2006-2007年と2009-2010年では、全体的
な傾向のなかで増加を示している。特に、2006-2007年の52,658人から、
2009-2010年の57,518人へと年間で10％の増加を示している。男性につ
いては、2006-2007年から増加傾向を示していたが、2010-2011年で減少傾
向に向かっている。女性についても男性よりもさらに緩やかではあるがほ
ぼ同じような増減を繰り返している。万人を超えた2000-2001年以降、
2006-2007年まで万人を超えることはなかったが、2007-2008年からの増
加傾向において万人を超えており、前年からの減少傾向を示した
2010-2011年でも万人を超えた状態である。(60)
コミュニティ矯正命令は、主につのカテゴリからなる。行動を制限す
る命令（例えば、自宅拘禁）、賠償命令（例えば、罰金、社会奉仕）、（遵
守事項を伴う）監督観察命令（例えば、パロール、保釈、判決によるプロ
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ベーション）である。2009-2010年と2010-2011年とにおける日あたりの
コミュニティ矯正対象者数について命令の類型別に比較すると、
2009-2010年と2010-2011年との間で人員数における大きな違いはないが、
つに分類されるコミュニティ矯正のうち、そのほとんどが監督観察命令
で占められており、2010-2011年における日あたりのコミュニティ矯正
対象者の人員のうち、77％（59,881人）が監督観察命令を受けている。行
動を制限する命令を言い渡される数は顕著に少なく、2010-2011年で
％
減少している。特に、2009-2010年では608人だった。2010-2011年では570
人になっている賠償命令を言い渡される者の数は、13,960人から13,100人
にまで減少しており、
％の減少となっている。また、コミュニティ矯正
対象者の全体的な減少と一致してそれぞれの命令を言い渡される者の数も
減少している。(61)
2009-2010年と2010-2011年における命令の類型別完了者比率を見ると、
2009-2010年より2010-2011年のほうが上昇しているのは行動制限命令の完
了者であり、2009-2010年より2010-2011年のほうが減少しているのが賠償
命令完了者で、監督観察命令を完了している者もわずかに減少している。
2010-2011年において、行動を制限する命令を言い渡され完了させた者の
割合は、79％から81％へと％増加している。反対に、2010-2011年にお
いて賠償命令を完了している者の割合は、67％から64％へと％減少させ
ている。監督観察命令を完了している者の割合は、72％から71％とわずか
％減少させている。(62)
	．イギリスにおける犯罪の動向と状況
） 犯罪の動向
イングランドおよびウェールズの犯罪調査（Crime Survey for England
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and Wales、以下、CSEWとする。）による2013年月期を見ると、860万
件の犯罪が発生しており、前年比％減である。1981年の調査開始以来最
も少なく、最多を記録した1995年の半分以下である。警察の認知件数は
370万件で前年比％減で、最も少なかった2002―2003年期と同じレベル
である。警察が認知した全事件のうち310万件、83％が被害者からの申告
及び通報によるもので、前年比％減である。1,000人あたりで見ると55
件に相当する。警察が認知したその他の反社会的な犯罪行為は前年比10％
減、402,615件である。2013年月期では、警察では229,018件の詐欺事件
を認知している。これは前年比27％増を示しており、詐欺が増加傾向を見
せている。被害者が存在する犯罪のなかで、人に対する窃盗は％増加、
性犯罪は％増加していることを除くと、前年比、記録された犯罪のすべ
てのカテゴリーにわたって減少している。増加している対人窃盗や性犯罪
については、特に、性犯罪の被害者の大きな増加は、警察に対して通報す
る被害者が現れてきていることによるとされている。2012年12月末処理時
点で、裁判所で処理された事件はさらに100万件で、これに警察で認知さ
れた犯罪数は含まれておらず、これらにはそれほど重大ではないとされて
いる軽微な犯罪が含まれており、例えば、治安判事裁判所より下級審で扱
われるような、速度超過などの交通違反などが含まれているとされる。さ
らに、CSEW（イングランド及びウェールズの犯罪調査）の最新の数値で
ある2013年月期について見ると、800万件と見積もっている。これは前
年同期比10％減少し、1981年の調査開始以来、最も少ない。財産に対する
犯罪や人に対する犯罪の双方において、顕著な減少が見られることによる。
2013年月期において警察は370万件の犯罪を認知しており、前年同期比
％減少である。警察が認知した犯罪の主なカテゴリーのほとんどが減少
しているが、上昇傾向を示しているのは、万引きが	％増加、対人窃盗は
％増加している。(63)
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） イングランド及びウェールズにおける刑事施設の状況ならびに女
性受刑者の動向
イングランド及びウェールズにおける刑務所の状況について、イギリス
司法省の統計書『犯罪者の管理運営に関する四半期統計書―2013年	月か
ら
月における四半期統計書』(64)によると、1993年から2008年の間に刑
事施設の被収容者数は急激に増加した(65)が、2013年月30日現在の刑事
施設の全収容者数は84,488人であり、前年の2012年月30日との変動率は
％減少である。刑事施設収容者総数のうち、未決拘禁者が11,429人、既
決受刑者は71,113人である。入所受刑者は刑期を	年以上とする者が最も
多く26,444人である。また、2013年	月から
月までの期間に刑事施設へ
収容された被収容者は27,129人で、新入受刑者は20,534人、そのうち刑期
	ヶ月以下とする受刑者が最多で9,546人、次いで12ヶ月以上	年以下を
刑期とする受刑者が6,326人である。また、刑事施設からの出所受刑者は、
2013年月30日現在、19,989人であり、
ヶ月以下を刑期とする受刑者が
8,448人、次いで12ヶ月以上	年以下を刑期とする受刑者が7,086人である。
このような全体的な傾向が見られたが、この四半期の統計資料の中では、
性別で絞り込んだ数値やその検討が行われていない。そのため、イギリス
における調査研究機関である刑務所改革トラスト（Prison Reform Trust、
以下、PRTとする。）による調査報告書（以下、Bromley 報告書とする。）
から、イングランド及びウェールズにおける刑務所の動向や女性受刑者の
状況について確認していく。(66)
刑務所における収容状況について、2013年10月11日現在、イングランド
及びウェールズにおける刑務所の入所受刑者総数は84,078人だった。1992
年から1993年における平均受刑者数は44,628人だった。イングランド及び
ウェールズでは、人口10万人あたりの収容率が149人であった。同比につ
いて、近隣も比較しており、フランスでは人口10万人あたり102人、ドイ
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ツでは人口10万人あたり83人であるとしている。2002年から2012年の間で、
イングランド及びウェールズの刑務所収容者総数は14,830人増の21％増だ
った。同時期の再拘禁者数は13％減少、一方で有罪判決を受けて収容され
ている者は28％増加している。
1997-1998年から2011-2012年の間に、26,386の新しい刑務所が設置され、
刑務所は大規模になってきており、イングランド及びウェールズにおいて、
1,000人以上収容できる施設が、現在28施設になっている。
2013年月までの12ヶ月の間に裁判所で1,19万3,459人が有罪判決を受
けており、前12ヶ月と比較すると全体的に％の減少だった。このうち、
94,350人が2013年月までの12ヶ月の間に即時拘禁の刑を受けており、前
12ヶ月と比較すると11％減少していた。平均刑期は長期化してきており、
2002年より2.7ヶ月長くなり、平均刑期は14.7ヶ月になる。無期刑あるい
は終身刑の判決を受ける受刑者の割合は、1993年では％だったが、2012
年には19％に増加している。
2013年
月末現在、公衆保護のための終身刑（indeterminate sentence
for public protection、以下、IPPとする。）(67)の判決を受け拘禁されてい
る者が5,620人だった。2005年以降、IPP 判決を受けた946人は釈放されて
いるが、刑期の満期日を超えて刑務所に収容されている者は3,549人でこ
れが63％を占めている状態にあるとしている。
強制的な自由刑で服役する者の平均刑期は2001年では13年だったが、
2012年では16年に増加している。
2013年月までの12か月の間、48,584人が裁判を待つ未決収容者として
拘禁されている。2013年月までの12か月の間、拘禁されている10,900人
がその後無罪となっている。
再入受刑者数は、1993年から2012年の間で、急速に増加しており、受刑
者総数のうち13％になっている。これは、受刑者たちが再入しやすくなる
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ように法律の改正やほとんどの犯罪者の許可期間を延長した2003年刑事司
法に関する法律（Criminal Justice Act 2003）が導入され変更されたこと
によって、高い再入率に反映させている。2013年
月30日現在、再入受刑
者数は5,113人を示した。
2013年月までの12か月の間に、35,165人がか月を含むそれ以下の判
決を受けており、前年同期と比較すると10％以上減少している。2013年
月までの12か月で、全収容者のうち57％が
か月もしくはそれ以下の刑期
であった。
2013年月末で、イングランド及びウェールズにおける124施設のうち
69施設が過剰拘禁の状態である。2011年から2012年の間で、平均21,027人
の受刑者が過剰収容の状態で拘禁されており、全収容受刑者のうち24％に
なる。この総数のうち、単独室として設計されている居室に一緒に収容さ
れている受刑者の平均数は20,157人だった。民営刑務所は、過去15年間ず
っと、官営刑務所よりも高い割合で過剰収容の状態で受刑者を収容してい
る。2012年から2013年の間で、民営刑務所は過剰収容の状態で受刑者を収
容しているのが平均29.3％で、官営刑務所では21.8％であった。特に過剰
収容が高い割合にあるのが、Forest Bankや Birmingham、Doncaster そ
して、Altcourse で、それぞれ、41.4％、47.2％、65.9％、67.4％で過剰
収容の状態である。
刑務所に収容されている女性の66％、男性の38％が薬物を購入するため
のお金が欲しくて犯罪を行っていることが報告されている。また暴力犯罪
の44％の被害者たちが、加害者のことを信頼していたり、あるいはアルコ
ールの影響で引き起こしてしまった犯罪だと思っていることが調査により
明らかになった。
2013年10月11日現在、女性刑務所に収容されている者は3,952人になり、
前年比178人減少している。2000年から2010年の間で見ると、女性受刑者
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は26％増加している。1995年中ごろには、女性受刑者が1,979人になり、
2000年には3,355人にまで上昇し、2010年には4,267人となった。2012年に
は、総数9,832人の女性受刑者が施設に収容されており、2011年より349人
少なくなった。女性受刑者の46％は、自殺未遂の経験があるとの調査結果
があるが、一般女性では％だった。女性受刑者の49％は不安神経症や鬱
病に罹患しており、25％が精神疾患の兆候を示している。女性受刑者の半
数は、ドメスティック・バイオレンスに苦しんでおり、分のは性的虐
待を受けていたことが報告されている。2012年には、刑務所内での自傷行
為による事故が23,158件起きており、前年比では
％減少している。自傷
行為で傷害を負ったのが6,761人だったと記録があり、前年比％減少で
ある。2012年に起きた自傷行為による事故全体のうち、全受刑者のうちわ
ずか％にもかかわらず、女性によるものが28％である。自傷行為に及ぶ
女性の割合は、男性の割合よりはるかに高くなり続けている。
近年刑務所から釈放される男性は、刑務所の中での生活を送るほうが一
般社会よりも倍も可能性が高く、女性では36倍も高い。これは、再入率
が高いということを示していると思われる。
また、Bromley 報告書のなかで女性受刑者に関する項目を見ると、次
のような報告がされている。2013年10月11日現在、女性受刑者数は3,952
人に上昇しているが、前年比では178人減少している。2000年から2010年
の間に、女性受刑者の数は26％増加している。1995年の中ごろには1,979
人、2000年には3,355人まで増加し、2010年には4,267人にまで増加した。
2012年では総数9,832人の女性受刑者が収容されている、2011年との前年
比で見ると、349人減少している。
女性受刑者は、受刑者全体からみると4.8％を占めるに過ぎないが、
2003年と比較すると6.2％高くなっている。しかし、この割合は、同じ時
期における男性受刑者の急速な増加という状況の中で見る必要がある。
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2013年月までの12ケ月で、女性受刑者は％になる。女性受刑者の平均
刑期は男性受刑者よりも短く、治安判事裁判所や刑事法院から送られてき
た比較的軽微とされる犯罪によるとみられ、迅速に処理されるため、刑務
所に収容される女性の刑期は、そのほとんどが短期間である。2013年月
までの年間で、女性受刑者の59％は
ケ月かそれ以下の刑期である。こ
れは前年比％減少している。1993年には、拘禁されている女性の分の
が
ケ月かそれ以下の刑期で、2012年では、4,991人の女性受刑者の刑
期が
ケ月かそれ以下である。その過半数2,458人はケ月かそれ以下の
刑期で、22人の女性は、10日かそれ以下というさらに可能な限り短い刑期
によるとされる。
刑務所に再収容されている女性の数は、2013年
月30日までの年間で
604人、％まで落ち、刑務所に収容されている女性のうち16％になる。
1996年から2012年の間について、刑務所における女性受刑者の数の推移を
見ると、再収容されている者は、ほぼ500人から1,000人の間でほぼ横ばい
の状態であるが、判決を受けて受刑者となっている者は、1996年から2003
年にかけて、倍以上の急激な増加傾向を示したが、その後はまたほぼ横
ばいの状態である。刑務所に収容されている女性受刑者総数も、1996年か
ら2003年にかけて急激な増加傾向であったが、2008年以降、緩やかな減少
傾向を示している。審理を待ち再収容されている未決拘禁中の3,631人の
女性受刑者は、2000年から2008年の間では43％の増加を示していたが、
2013年月までの一年間の間で、前年比13％減少している。未決拘禁中の
女性たちは、平均	週間から
週間までの期間刑務所に収容され、未決拘
禁から判決による即時拘禁を受ける女性は70％、男性は83％を占めている。
2013年月までの12ヶ月で、判決を受けて刑務所に入所している女性の
81％は、非暴力的犯罪によるもので、男性では71％を占める。窃盗や贓物
の運搬に関する犯罪（イギリスの1968年の盗罪法のなかの贓物関与罪に含
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まれると思われる）が、2013年月までの12ヶ月の間で、判決を受けて刑
務所に収容されている全ての女性受刑者のうち38％を占め、罪名別構成比
で最も多い罪名である。
Cabinet Office(68)による研究では、女性犯罪者の犯罪のうち28％が金銭
的に動機づけられており、男性では20％を占める。受刑者に対する調査で
は、全女性受刑者のうちほぼ半分の48％、男性ではおよそ分の程度の
22％が、何らかの薬物使用の影響により犯罪を引き起こしていることが報
告されている。
刑務所に収容されている女性の26％がそれ以前に有罪判決を受けたこと
がない初犯者で、男性では12％である。12ヶ月以下の有罪判決を受ける女
性の28％はそれ以前に有罪判決を受けておらず、男性では12％にすぎない。
刑務所に収容されている女性の数の増加は、厳しい判決の増加によるもの
として部分的には説明することができる。1996年には、正式に起訴を要す
る犯罪によって有罪判決を受けた女性のうち10％が刑務所に送致されてい
たが、2012年では16％になっている。現在、刑務所に収容されている女性
の15％になる581人は、外国籍であり、犯罪を強要されているかもしくは
不正取引によると見られている。2010年に関する数値では、刑務所に収容
されている女性の45％は、年以内に再び有罪判決を受けており、11ヶ月
以上の拘禁される判決を受けた女性の再犯率は75％に上昇している。
刑務所に収容されている成人女性の、彼らの家庭や手続にかかわった裁
判所からの平均的な距離は60マイルである。2009年では、753人の女性は
100マイル以上はなれていた。2010年では、施設収容により母親から引き
離された児童は17,240人以上と見積もられている。
オックスフォード大学による500人の女性受刑者の健康に関する研究で、
拘禁されている女性は一般社会における女性より精神的な健康問題を倍
以上抱えていることが報告されており、そのうち、一般の女性では15％で
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あることと比べると、刑務所に入所する時点で78％は、精神障害的な徴候
を示しているとされている。調査研究者たちは、刑務所に収容されている
女性は、肉体的、心理学的、社会的な健康状態が非常に不安定であるとい
うことが確認されており、一般社会の中の最も健康的ではない社会階級に
あるということも確認されている。この調査を受けた女性のうち52％は、
施設収容される	週間前にヘロインやクラックあるいはコカインを使用し
ていたと述べており、男性では40％と比較すると、女性の方が高いことが
わかる。しかしながら、実務家は、女性たちは自分の子どもたちを失うこ
とを恐れるために薬物の不正使用を隠したり隠れて使用したりすることを
報告しており、深刻な状態である。
刑務所に収容されている女性の48％は自殺未遂を経験しており、自殺し
た女性受刑者は、1990年から2012年の間で94人いる。自傷行為による全て
の事故のうち、全受刑者で見れば％に過ぎないが、女性について見ると
28％を占めている。自傷行為に及ぶ女性の割合は男性よりも高くなってき
ており近年、その差は減少してきている。
2008年月に、刑務所の管轄区域で調査を受け IPPを受けている女性
受刑者の80％近くが、放火犯で、重大な精神疾患の徴候が見られ、自傷行
為をしている徴候が見られる。2012年
月30日現在、IPPを受けている女
性受刑者が131人で、IPPを受けている受刑者全体のわずか％にすぎな
かった。
児童の時に心理的虐待や身体的虐待あるいは性的虐待を受けたことがあ
る女性は53％であり、男性では27％だった。2002年では、刑務所に収容さ
れている女性の半分以上がドメスティック・バイオレンスに苦しめられて
おり、分のが性的虐待を経験している。
刑務所に収容されている女性の33％は、2013年
月末時点で40歳以上だ
った。
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女性受刑者の分の程度は、家庭を失っており、彼らの財産や刑務所
に収容されたことで時間も失っているといえる。女性受刑者は多くの場合、
釈放後の準備が不十分であり、入所前に何らかのスキルを持っていた女性
の24％は、刑務所での作業をとおして彼らの技術を実践するための機会を
持つといえる。また、女性の11％は住宅問題で援助を受けていた。2011年、
2012年では、刑務所に収容されている女性の8.4％は雇用による積極的再
定住を実現しているが、男性の場合は27.3％である。刑務所視察団の調査
では、刑務所の38％の女性が釈放のために調整された宿泊施設を利用し、
社会保障制度による給付手当や債務に関するサポートやアドバイスを求め
る女性受刑者のうち分のが受けていた。
2011年では、コミュニティーでの刑罰を成功裡に完了した女性の割合、
あるいは、社会奉仕命令を良好な状態で完了させた割合が70％と執行猶予
を良好な状態で完了させた割合が76％、性別で見ると、男性の前者は65％、
後者は67％と、女性の占める割合の方が男性よりも高い。
政府が一般社会に対して危険を引き起こさない女性犯罪者にとって刑務
所は適切な場所ではないという方針を主張していることには、十分な理由
があり賛同できる。ICM の世論調査は、2007年月に、UK 全域から
1,006の回答のうち、86％が引き起こしてしまった犯罪の原因を扱うには、
女性のための地域センターの促進を支持している。分の以上の67％が
刑務所が犯罪を減少することはないと回答している。さらに2012年11月の
YouGov の世論調査では、女性の犯罪問題に取り組むために、公衆衛生評
価に対して強力にサポートすること、薬物依存に対する処遇、再犯のリス
クを減少するために最も効果的であるとほぼ割が考えているという調査
結果だった。
2010年12月21日現在、国際連合総会が、刑事司法制度の中の女性に必要
な対応や特徴に関するミーティングに向けて重要なステップを踏み出した。
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決議案 A/RES/65/229を採択することで、女性犯罪者の処遇や女性犯罪者
のための非拘禁的施策に関する国連規則（いわゆるバンコク規則）に賛成
した。しかし、この規則の補則は、受刑者の処遇に関する国連基準規則や
非拘禁的施策に関する基準規則（いわゆる東京ルール）を改正するには至
らなかった。このバンコク規則は、ジェンダーに問題のある受刑者の分類、
国家の安全を危うくする事態に関する評価、ジェンダー特有の健康管理サ
ービス、刑務所の中で母親と一緒に生活する子どもたちへの待遇、女性受
刑者の特殊な安全問題、刑務所から釈放された女性が直面するスティグマ
や差別を考慮に入れた釈放前及び釈放後プログラムの発展に関する問題点
に取り組むことに関する追補がある。2011年月に、女性の司法対策委員
会の最終報告は、犯罪から女性を迂回させて女性受刑者数を減少させるた
めに、政府にまたがる相互的な戦略を推奨している。2013年月に、政府
は女性犯罪者のための戦略上重要な目標を公表し、履行について勧告助言
するための勧告委員会を設置する意向を公表している。
2011年10月16日に、女性のための全英協議会（National Council of
Women、以下 NCWとする。）が、女性の自由刑（あるいは拘禁）を減ら
すための決議案を全員一致で採択した。この協議会は、女性を犯罪から迂
回させるため、女性による犯罪や再犯を減少させるため、女性を刑務所に
送るのをやめるため、施策の継続しつつ確定した履行に順位をつけるため
に、政府により招集される組織である。2011年12月には、専門職について
いる女性や企業の女性幹部による奉仕団体会員によるソロプティミスト国
際 UKプログラム行動委員会（Soroptimist International UK Programme
Action Committee）は、女性の拘禁を減少さあせるために PRTと協働し
てキャンペーンをくりひろげるための決議を採択した。ソロプティミスト
は、地方自治体、警察、保護観察所、治安判事や刑事法院、UK全域の民
間篤志家たちと、法律で処罰されるような女性のために効果的な選択肢に
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関する情報を集めるためや、改正を迫るために活動している。ピルグリ
ム・トラストから後援を受けている PRT は、女性の拘禁を減らすために、
全国及び地方自治体（地方公共団体）、連携する機関と取り組むために
年計画を展開している。
） 女性犯罪者のための施策
以上のように、女性受刑者を減少させる方策について、イングランド及
びウェールズにおける現在の処遇内容や方法に関連して、または、刑事司
法制度の枠組みなどさまざまな取組が、PRT により紹介されている。
PRT による女性の拘禁を減少させるための年戦略（Prison Reform
Trust Three Year Strategy to Reduce Womenʼs Imprisonment）の“Why
focus on reducing Women’s Imprisonment?”(69)、ソロプティミストによる
弱い立場にある女性のためのアクション（Soroptimists Take Action for
Vulnerable Women）など、女性をめぐる司法制度改革について、次稿で
検討し、わが国における女性犯罪者に対する今後の施策について考察する。
注
（） 高岡法科大学法学部法律学科准教授、山梨学院大学法学部法学科兼任講師。
（） 男女共同参画社会基本法に基づき、「女性」として表現され、かつて婦人と表
現されていた公共施設や団体なども女性と改称されているとおり、内閣府男女共
同参画局においては女性と表現される。本稿において統計資料として用いる警察
庁による警察白書においては、女性と表現されている。法務総合研究所研究部に
よる2012年研究部報告は、『女性と犯罪（動向）』と表現されている。しかし、法
務総合研究所による犯罪白書においては、『平成25年版犯罪白書』「第
編女子の
犯罪と非行」として「女子」と表現されている。女性と女子の表現のちがいにつ
いて、成人女性も未成年の女性も含めて女子と表現しているため、本稿では、本
文記述においては「女性」を用いるが、各文献等から図表を引用した箇所はその
まま表現することとする。また、女性の犯罪動向と処理状況について、なお、未
成年を示す女子少年の非行・犯罪に関しては、別稿にて検討するため、本稿では
省略する。
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（） 男女共同参画社会に関して、内閣府男女共同参画局ホームページの解説を参考
にまとめた。（http://www.gender.go.jp/about_danjo/society/index.html）
（	） 法務総合研究所編『平成25年版犯罪白書』日経印刷株式会社（2013年）〜
頁。
（） 前掲注	、
頁。なお、わが国おける犯罪者や受刑者にも高齢化の波が押し寄
せており、諸外国においても同様の傾向が進んでおり、これらに対する政策的対
応の検討を行った、拙稿「社会的弱者をめぐる社会的・法的状況（）高齢犯罪
者」『山梨学院大学法学論集（法学部創設50周年記念号）』72・73号（2014年）
486-445頁を参照されたい。
（
） 前掲注	、
頁。
（） 同上、181頁。
（） 同上、181〜182頁。
（） 法務総合研究所『法務総合研究所研究部報告48女性と犯罪（動向）』株式会社
アライ印刷（2013年）ⅱ頁、頁。
（10） 前掲注	、182頁。
（11） 前掲注、ⅱ頁および
〜頁。
（12） 同上、ⅱ頁および〜15頁。
（13） 同上、ⅲ頁および15〜18頁。
（14） 同上、ⅲ頁および18〜20頁。
（15） 同上、ⅲ頁および21〜32頁。
（16） 同上、ⅲ頁および32〜38頁。
（17） 前掲注	、183頁。
（18） 同上、183頁。
（19） 前掲注、ⅲ頁。
（20） 前掲注	、185頁。
（21） 同上、188頁。
（22） 同上、188頁。
（23） 同上、189頁。
（24） 同上、189頁。
（25） 同上、190頁。
（26） 同上、190頁。
（27） 同上、191頁。
（28） 同上、192頁。
（29） 同上、193頁。
（30） 同上、194頁。
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（31） 同上、194頁。
（32） 同上、195頁。
（33） 同上、201頁。
（34） 同上、202頁。
（35） 同上、203頁。
（36） 同上、204頁。
（37） 同上、204〜205頁。
（38） 同上、207頁。
（39） 同上、207〜209頁。
（40）『平成25年版犯罪白書』のあらまし（http://www.moj.go.jp/content/0001158
19.pdf）から抜粋。
（41） 前掲注	、210頁。
（42） 名執雅子「女子受刑者等の処遇に関する施策と現状と課題 女性の特性に応じ
た処遇と女子矯正施設の運営」『法律のひろば』66巻号	〜頁。橋本洋子
「女子受刑者の実情とその処遇上の課題」『法律のひろば』66巻号10〜15頁。
（43） 小竹広子「弁護士の視点からみた女性の矯正と社会復帰の課題」『法律のひろ
ば』66巻号23〜29頁。
（44） 2012年12月
日公表のメディアリリースは、
http://www.abs.gov.au/ausstats/abs@.nsf/Lookup/4517.0Media + Release12012
2013年	月日更新データは、
http://www.abs.gov.au/AUSSTATS/abs@.nsf/DetailsPage/4517.02012
（45） ABS, Prisoners in Australia 2012, ABS : Canberra, 2012
http: //www. abs. gov. au/ausstats/abs@. nsf/Previousproducts/4517. 0Main％20
Features12012? opendocument&tabname=Summary&prodno=4517. 0&issue=2012
&num=&view=
（46） ABSの2013年12月日メディアリリースについては、
http://www.abs.gov.au/ausstats/abs@.nsf/Lookup/by％20Subject/4517.0~2013~
Media％20Release~Australian％20prisoner％20numbers％20reach％2030,000％
20for％20the％20first％20time％20（Media％20Release）~10001
（47） ABSについて、ABS, Prisoners in Australia, 2013, ABS : Canberra, 2013
（http://www.abs.gov.au/ausstats/abs@.nsf/mf/4517.0、
http://www.abs.gov.au/ausstats/abs@.nsf/Lookup/by％20Subject/4517.0~2013~
Main％20Features~Contents~1#
4513.0 Criminal Courts, Australia, 2011-12
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Australian crime:Facts & figures（AIC）
http://www.aic.gov.au/media_library/publications/facts/2012/facts12.pdf
（48） Australian government, Australian Institute of Criminology, Australian crime:
Facts & figures 2012. CanberraACT:Australian Institute of Criminology（2013）
http://www.aic.gov.au/media_library/publications/facts/2012/facts12.pdf
（49） 同上、118頁。
（50） 同上、119頁。
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（59） 同上、128頁。
（60） 同上、129頁。
（61） 同上、129〜130頁。
（62） 同上、130頁。
（63） Office for National Statistics, Crime in England and Wales, Year Ending March
2013 Statistical Bulletin）（http://www.ons.gov.uk/ons/dcp171778_318761.pdf）
Office for National Statistics HP
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（64） Offender management statistics（quarterly）― April to June 2013（31
October 2013 Statistics）から抜粋。最新は、Offender management statistics
quarterly - July - September 2013（30 January 2014）参照。
（65） 1993年以降、イングランド及びウェールズにおいて刑事施設の被収容者数の動
向については、解説資料としてMinistry of Justice ”Story of the Prison Popula-
tion : 1993-2012 England andWales January 2013”（https://www.gov.uk/govern
ment/uploads/system/uploads/attachment_data/file/218185/story-prison-popu
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（67） IPPに関する量刑協議会による説明については、
http://sentencingcouncil.judiciary.gov.uk/sentencing/indeterminate-prison-sene
nces.htm を参照。
（68） Cabinet Office とは、首相と副首相の政府の運営を効果的に行うため、財務省
やその他の機関と連携する機関をさす。詳しくは、
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1312131659.pdf
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